
鳥取県地域活動応援事業費補助金実施要領 
 

第１ 趣 旨 
この要領は、鳥取県地域活動応援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第１１条の規定

に基づき、事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
第２ 目 的 

県内地域において、安全・安心な暮らしづくり支援や地域活性化に向けた取組等を行う団体、ＮＰ
Ｏ等を支援することにより、県内地域の安心や活力の創出を図るとともに、継続的に地域と関わり応
援する関係人口の拡大により、将来的な移住者の裾野の拡大につなげることを目的とする。 

 
第３ 事業の内容 
 対象事業は次に掲げるすべての条件を満たすことを要するものとする。 
（１）県内地域の安全・安心な暮らしづくり支援や地域活性化に向けた活動等の地域の課題解

決に取り組む事業であること。 
（２）事業を行う地域の関係者（地域コミュニティ、地域活動団体、市町村等）から、実施に

ついて理解を得ている取組であり、事業成果を関係者へ報告すること。 
（３）宗教的又は政治的意図を有する事業でないこと。 
（３）社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。 
（４）国又は県から他の補助金等の交付を受けている事業でないこと。 
 
第４ 事業実施主体 
（１）本事業の事業実施主体は、事業を行う地域外に所在する個人、団体、NPO（法人格の有無を問わ

ない）、その他任意組織（学生グループ、地域住民組織など）とする。 
（２）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体、実体

のない団体は対象としない。 
 
第５ 事業の実施手続き 
１ 本事業の実施手続きは次に掲げるとおりとする。 
（１）交付申請 

ア 事業実施主体は、交付申請書（規則様式第１号）を作成し、事業計画書（要綱様式第１号）
及び収支予算書（要綱様式第２号）とともに、ふるさと人口政策課長に、要綱第５条で定め
る提出期限までに提出するものとする。 

イ ふるさと人口政策課長は、申請の内容が適当と認めるときは、規則第６条及び要綱第７条の規
定により事業実施主体に交付決定通知（要綱様式第３号）を行うとともに、市町村長に対して写
しを送付するものとする。 

（２）実績報告 
  ア 事業実施主体は、実績報告書（規則様式第３号）を作成し、事業報告書（要綱様式第１号）及

び収支決算書（要綱様式第２号）とともに、ふるさと人口政策課長に提出するものとする。 
イ ふるさと人口政策課長は、市町村長の協力を得ながら報告の内容を審査し、適当と認めるとき
は、事業実施主体に額の確定通知を行うとともに、市町村長に対して写しを送付するものとする。 

 
附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 
この改正は、令和３年３月２６日から施行し、令和３年度事業から適用する。 


